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これから始まる内部統制新時代： 
データ監査で実践する内部統制

 
日本マネジメント総合研究所 

理事長 
戸村 智憲 氏

東京以外の地方で遅れが目立つ金融商品取引法の対策  
東京では着々と各上場企業及びその関連会社が進める金融商品取引法の内部統制対策（いわゆるＪ－

ＳＯＸ対策）が、地方では大きく出遅れています。2008年度が本番年度の金融商品取引法による監査

は、内部統制の強化によって企業の不祥事や不正をなくす活動を通じて、企業価値を高めつつ財務報

告の信頼性の確保に向けた、全ての上場企業(東証1部～新興市場)に課せられた上場廃止か否かをか

けた関門です。  

金融商品取引法による内部統制の監査とは？  
金融商品取引法をベースとして実質的に参照すべき2つの金融庁発表資料の「財務報告に係る内部統

制の評価及び監査の基準のあり方」と「実施基準」を含めた3つをもって対応します。非ＩＴ面での全般統

制（企業の不正を許さぬ環境）と業務統制（健全な業務プロセス）、ＩＴ面で欠かせないＩＴ全般統制（ＩＴが

健全に機能する環境）とＩＴ業務処理統制（ＩＴ自体の健全性）の対策を施していきます。全般統制質問書(Ｉ

Ｔ全般統制を含む)への回答と全般統制記述書の作成に加え、文書化3点セット（業務フロー・業務記述

書・リスクコントロールマトリクス）作成による業務統制での内部統制の可視化を行う事が、経営者にとっ

て頭を悩ます問題として話題に上る事が多くあります。しかし、最も見過ごされがちなのが、実は膨大な

工数・コストがかかる最大の隠れた難関であるＩＴ業務処理統制の対策です。  

工数・コストのかかるＩＴ業務処理 
統制への決定打  

ＩＴ業務処理統制における対策は、ＩＴ全般統制が健全ならばある程度の工数が削減されるものの、手作

業で膨大な年間データを基にプログラムが正常に機能しているかどうかを検証していては、工数・コスト

がかかりすぎて非効率です。そこで、大手監査法人では定番の「ＡＣＬ」を各企業で用いれば、データ量に

応じた必要な信頼度を得る為のサンプル抽出数を簡単に計算でき、作為的ではないランダムなデータサ

ンプル抽出を行えて、膨大なデータを自動的に一括して検証し、データ監査を行った際の全てのログを

監査証跡として示せます。それによって監査法人の心証も極めて良くなり、Ｊ－ＳＯＸプロジェクト担当者

の強力な味方となります。各企業のＪ－ＳＯＸ対策の担当者が「ＡＣＬ」を有効に活用し、次年度以降も続

く内部統制のＰＤＣＡサイクルを効率的・効果的に運用できるかどうかが、Ｊ－ＳＯＸ対策の成否を分ける

と言って良いでしょう。  
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